
1．開発援助とPPP（公民パートナーシップ）

　冷戦構造の終焉を境に開発援助のランドス
ケープは大きく変容した．冷戦時代に西側先
進国 は 政府開発援助（Official Development 
Assistance: ODA）を戦略的外交手段として活
用した．だが，冷戦の終焉によって自由経済が
世界の隅々に浸透していくと，開発援助の主
流は ODA から民間資金へと移行した．開発援
助の方針も，1980 年代の構造調整から 1990 年
代には「グッドガバナンス」に移行し，途上国
をグローバル経済に組み込むための制度整備が
進められた．こうした結果，開発援助における
ODA と民間資金の割合は逆転し，その差はさ
らに拡大している．
　池島（2013）は，この過程で開発援助の「民
営化」だけでなく「国連の民営化」も進行した
と指摘する．これは国連機関が営利組織になっ
たというわけではない．国連機関は規制よりも
多国籍企業との「パートナーシップ」を選択し，
多国籍企業を積極的に活用する方向性へと活動
を変容させていったと池島は指摘する（池島，
2013）．マクロ的にみれば，国連機関と民間部
門の連携が拡大していることは間違いない．た
だし，この「パートナーシップ」は相当に “ま
だら模様”である．国連機関と民間部門の連携
関係は政策領域によって多様であるし，両者の
関係性も複雑である．
　こうした国連機関と民間部門の連携を推し

進めている背景には，「公民パートナーシップ
（Public-Private Partnerships: PPPs）」に 対 す
る強い政治的な支持がある．PPP は，公共部
門と民間部門がリスクを共有することで，公
共サービスの提供に民間の資金や技術を活用
する公共調達の手法をいう1）．PPP は 1990 年
代に英国のブレア政権によって提唱されると，
財政難に直面する行政の新たな資金調達手段
として歓迎され，瞬く間に世界に伝播した2）．
開発援助の分野では，当初 PPP は途上国にお
けるインフラ整備に導入されたが3），いまでは

開発援助における「パートナーシップ」とガバナンス
──国際保健を事例に──

小　　池　　　　　治

　　　　　　　　　
1）PPP に つ い て は，「パート ナーシップ」の

内容 が 多様 で あ る こ と か ら，英語 で は Public - 
Private Partnerships（PPPs）と複数形で表記する
のが一般的だが，ここでは日本の文献で一般に用
いられる PPP を用いる．なお，日本では PPP を

「官民連携」と訳す場合が多いが，ここでは公共部
門と民間部門のパートナーシップという意味で「公
民パートナーシップ」と表記する．

2）PPP のグローバルな展開とともに，PPP に
関する研究も急増している。ここでは立ち入らな
いが，PPP 研究の動向については，Roehrich, et 
al.（2014）が参考になる．

3）インフラ事業における PPP の代表的な手法
は，PFI（Private Finance Initiative）で あ る．こ
れ は，公共工事 の 設計，建設，維持管理及 び 運
営に民間部門の資金とノウハウを活用するもの
で，BOT（Build, Operate, and Transfer），BTO

（Build, Transfer, and Operate），BOO（Build, 
Own, and Operate）な ど の 方式 が あ る．初期 の
PPP の代表例は，BOT のスキームによる途上国の
高速道路の建設である．広義には，アウトソーシ
ングやコンセッションも PPP に含まれる（JICA,  
2005）．
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教育，保健医療，エ ネ ル ギー，熱帯雨林 の 保
護などにも拡大しており，参画するアクター
も多様化している（JICA, 2005）．例えば，国
連開発計画（UNDP）は，1995 年 か ら 5 年間
に わ たって「都市環境 PPP」を コ ロ ン ビ ア，
コスタリカ，ナミビアなどで実施した．これは，
政府と民間でジョイントベンチャーを設立し，
都市の貧困層に水やトイレ，ごみ処理，エネ
ルギーを提供するもので，9 のプロジェクトが
設立された．この他にも，UNEP（国連環境計
画）や世界保健機構（WHO）など多くの国連
機関が PPP に取り組んでおり，すでに PPP は
国連機関のあいだに定着した感すらある4）．
　そのなかで，近年の顕著な動きといえるの
が，国連機関，多国籍企業，援助国，被援助国，
民間財団，市民社会組織などで構成するグロー
バ ル な パート ナーシップ の 相次 ぐ 設立 で あ
る．グ ローバ ル・パート ナーシップ は，関係
機関の代表で構成される理事会をつうじて運
営される，国連機関からも主権国家からも自
律した，新しいグローバル組織である（Stone, 
2008）5）．パートナーシップは独自の資金調達
メカニズムをつうじて民間資金を調達し，パー
トナー組織のネットワークをつうじて事業を

展開する．この新しいグローバル組織は，感
染症対策 な ど 国際保健（グ ローバ ル ヘ ル ス）
の分野のほか，教育や地球環境問題の分野で
も設立されている6）．
　しかしながら，グローバルなパートナーシッ
プに対しては，疑念や警戒の声もあがってい
る．そもそも PPP は，公共部門が需要変動な
どのリスクをとることで，公共サービスへの民
間投資を引き出し，公共部門と民間部門の双方
にとってメリットのある win-win 関係を作り
出す経済的手法である．国連機関にとってはグ
ローバルな事業展開に必要な資金を民間から調
達でき，民間部門にとっては国連機関をつうじ
て世界に市場を拡大することができるというメ
リットがある．しかしながら，開発援助におい
ては，民間資本にとってはリスクが過大で採算
性や投資効果がほとんど期待できない分野も少
なくない．こうした分野に PPP を導入すると，
援助を最も必要とする人々や地域が対象から排
除されるおそれがある．
　本論文は，こうした視点に立ち，国際保健を
事例にグローバルなパートナーシップの課題
を論じるものである．具体的な事例としては，

「GAVI アライアンス」と「グローバルファン
ド」を取り上げる．GAVI アライアンス（ワク
チンと予防接種のためのグローバル・アライア
ンス）は，ビル＆メリンダ・ゲイツ財団の主導
で設立されたグローバルなパートナーシップで
あり，ワクチンの普及を目的としている．一方
のグローバルファンド（世界エイズ・結核・マ
ラリア対策基金）は，G8 と国連が主導して設
立したグローバル・パートナーシップであり，

　　　　　　　　　
4）なお，2015 年に策定された「持続可能な開

発目標（Sustainable Development Goals: SDGs）」
では，17 番目の目標に「持続可能な開発のための
グローバル・パートナーシップの再生」が掲げられ
ている．SDGs は，持続可能な開発アジェンダを成
功させるためには，諸政府，民間部門，市民社会の
パートナーシップが必要であるとし，エネルギーや
インフラストラクチャー，交通，情報コミュニケー
ション技術などの分野における海外直接投資など
の長期的な投資は，とくに途上国などの重要なセク
ターとって必要であるとしている．その際には，モ
ニタリングや審査体制などの規制とともに，投資を
呼び込むためのインセンティブ構造が必要になる
が，各国においても会計監査院や議会による監視機
能を強化すべきであるとしている．

5）Kickbusch と Szabo は，多様 な 参加団体 に
よって設立されるグローバルなパートナーシップ組
織を constituency model と呼んでいる （Kickbusch 
and Szabo, 2014）．

　　　　　　　　　
6）教育分野では 2002 年に「教育のためのグロー

バルパートナーシップ（GPE）」が設立されている。
GPE は最貧困の教育支援を目的に掲げ，ユネスコ
や世界銀行，ヒューレット財団，マイクロソフトや
ピアソンが構成員となっている。地球環境分野にお
けるグローバルなパートナーシップとしては，GEF

（地球環境ファンド）が 2008 年に国際金融公社（IFC）
と協力して設立した「アースファンド」がある．
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開発途上国における予防接種率の向上や保健制
度の改善を目的に活動を行っている．

2．国際保健ガバナンスの変容

　はじめに国際保健の歴史を振り返っておき
たい．保健（health）は，公共部門と民間部門
が比較的明確に役割を分担してきた分野であ
る．公共部門はもっぱら低所得層向けの公共保
健医療サービスを提供し，民間部門が富裕層を
対象に高額だが質の高いサービスを提供してき
た．もっとも，近代的な保健制度が構築され
ていない国や地域では，伝統医療（traditional 
medicine）や慈善団体による保健サービスに依
存してきたという部分もある（Mitchell, 2008; 
Unnikrishnan, 2010）．
　ただし，途上国における保健医療の支援に最
初に取り組んだのは，アメリカの民間財団であ
る．石油王のジョン・ロックフェラーは，世界
の保健医療の発展に貢献するため，1901 年に
ニューヨークにロックフェラー医学研究所を設
立した．ロックフェラー医学研究所は，野口英
世が研究員として研究を行ったところでも知ら
れる．ロックフェラー財団の創設は 1913 年で
あり，財団は国際保健委員会を設置して公衆衛
生（public health）の世界的普及に乗り出した．
1916 年にはジョンズホプキンス大学に世界で
最初の公衆衛生の専門大学院を設立するととも
に，1917 年には中国に北京協和医学院（Peking 
Medical Union College）を建設した．ロックフェ
ラー財団の足跡は日本にも残されている7）．関
東大震災後にロックフェラー財団の寄付で建設
された公衆衛生院は，その実習施設としてつく
られた保健所とともに，戦後日本の公衆衛生
の発達に大きく貢献した（Noguchi, 2013; 小池, 
2015）．さらにロックフェラー財団の活動は，

メキシコやラテンアメリカ諸国，インドやフィ
リピンなどのアジア諸国，さらには東ヨーロッ
パ諸国にも及び，世界の公衆衛生の発達に大き
な足跡を残した．
　し か し，第二次大戦後 に な る と，公衆衛生
分野におけるロックフェラー財団の活動は縮
小していった．ここには，1948 年に設立され
た WHO（世界保健機関）の存在が大きく影響
している（William and Rushton, 2011）．WHO
の憲章は「すべての人民が可能な最高の健康水
準に到達すること」をうたい，WHO の役割を，
国際保健事業の指導的かつ調整的機関として行
動すること，要請に応じて保健事業の強化につ
いて各国政府を援助すること，そして伝染病，
風土病及び他の疾病の撲滅事業を奨励促進す
ることと定めた．これは WHO が 保健という
“グローバル公共財”に責任を負う国際機関であ
ることを宣言したものである．WHO の設立に
よって途上国への保健支援は，民間財団の慈善
事業から国際機関や援助国の公的プログラムへ
と移行した8）．
　その後しばらく WHO はマラリアや天然痘
対策に力を注いだが，1970 年代に WHO は予
防や保健に重点を置く「プライマリ・ヘルスケ
ア」へと方針を転換する．これを世界に発信
したのが，“Health for All”（すべて人に健康を）
を採択した 1978 年のアルマアタ宣言である．
1970 年代は，世界銀行もマクナマラ総裁のも
とでリベラル色を強め，ベーシック・ヒューマ
ンニーズを掲げるなど，国際開発において理想
主義が大きな支持を得た時期であった（小池，
2004）．
　しかし，1980 年代にネオリベラリズム（新
自由主義）が台頭し，規制緩和や国営企業の民
営化，公務員削減などの「小さな政府」が行政
改革の主流になると，国際開発の流れも市場重

　　　　　　　　　
7）ロックフェラー財団は，日本でドイツ医学

に対する人気が復活していることを憂慮し，英米
型の公衆衛生教育機関の設置を考えたといわれて
いる（Farley, 2004; 小池，2015）．

　　　　　　　　　
8）日本は WHO の上位拠出国である．ただし，

日本の二国間 ODA における保健分野の配分割合
は 2.9% にすぎない（2014 年実績）．
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視へと変化した．世界銀行が進めた構造調整融
資はその象徴的なプログラムである．ネオリベ
ラリズムの矛先は WHO にも向けられ，世界銀
行も WHO の非効率性を批判するようになっ
た（Brown, et al., 2004）．そ し て 1990 年代 に
PPP が世界各地で推進されるようになると，
WHO も民間部門との連携に踏み切り，1998 年
に事務局長に就任した元ノルウェー首相のブル
ントラント氏のもとで積極的に公民パートナー
シップ に 取 り 組 む よ う に なった（Buse and 
Walt, 2000; William and Rushton, 2011）．
　1990 年代には多様なパートナーシップ事業
がつくられたが，そのなかで草分け的な事業と
なったのが，1991 年の CVI（子どもワクチン
イニシアチブ）と，1996 年に設立された IAVI

（国際エイズワクチン・イニシアティブ）であ
る．CVI は，1990 年の世界子どもサミットを
受 け て，ユ ニ セ フ（国連児童基金），UNDP，
WHO，世界銀行，ロックフェラー財団によっ
て設立されたイニシアティブであり，参加機関
が資金を出し合い，子どもへの予防接種，多価
ワクチンの開発，感染症予防の新型ワクチンの
開発を製薬企業に働きかけた．一方，IAVI は，
ロックフェラー財団の衛生科学副部長であった
セス・バークリー氏の主導で設立されたグロー
バル・パートナーシップであり，ブルントラン
ト WHO 事務局長が初代議長を務めた．IAVI
は援助国，ファイザーなどの製薬企業，ロック
フェラー財団やゲイツ財団などの民間財団が資
金を拠出してエイズワクチンの開発を支援する
もので，後の GAVI アライアンスのモデルと
なったものである9）．
　しかしながら，民間部門との連携促進は，同
時に国際保健における WHO の規制力や調整

力を弱体化させることにもなった．パートナー
シップにおいては，公共部門は資金の調達を民
間部門に依存するため，民間部門に対する規制
は弱くならざるを得ない．連携事業の策定過程
では，事業の採算性が重視されるため，WHO
の主張する公共性は商業利益に対して妥協を強
いられることになる．その意味では，1990 年
代は WHO と民間部門とのパワーバランスが
大きく変わる分水嶺であったということができ
る．
　そして 2000 年代に入ると，WHO からも自
律したグローバルなパートナーシップ組織が
次々と設立されていった10）．その代表的なもの
が，以下で取り上げる GAVI アライアンスと
グローバルファンド（世界エイズ・結核・マラ
リア対策基金）である．

⑴ GAVI アライアンス
　GAVI アライアンスを立ち上げたのは，マ
イクロソフトの創業者ビル・ゲイツ氏である．
2000 年 の 世界経済 フォーラ ム（ダ ボ ス 会議）
において，ゲイツ氏は，世界銀行，WHO，援
助国の代表らとともに，「ワクチンと予防接種
のためのグローバルな連携（GAVI）」の設立
を発表した．GAVI アライアンスは，貧困国の
子どものワクチン接種率を高め，マラリアな
どの感染症を予防する世界的なプログラムで
ある．貧困国ではワクチンの価格が高いため
に，子どもたちが予防接種を受けられず，毎
年多くの子どもが感染症で死亡している．そこ
で GAVI が資金を調達し，ワクチン製造業界
に資金援助を行うことでワクチンの価格を引
き下げ，予防接種の普及率を高めていくという
のが GAVI アライアンスの目標である．なお，
事業成果をさらに高めるため，GAVI アライア
ンスでは 2005 年から「予防接種普及のための　　　　　　　　　

9）1990 年代には，CVI や IAVI 以外にも多く
の連携事業が展開された．なかでも，開発途上国
の HIV/AIDS 患者が治療薬を購入できるように，
国連の 9 機関が連携して製薬会社に価格の引き下
げを求めた UNAIDS（1998 年）は世界の注目を集
めた．

　　　　　　　　　
10）2000 年代初めには，70 以上のグローバル・

パートナーシップが国際保健分野で設立されてい
た（Lorenz, 2007）．
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保健制度強化（Health System Strengthening: 
HSS）」プログラムを追加している．
　GAVI アライアンスの意思決定は，理事会

（Board）によって行われる．理事会は，途上
国やドナー国の政府，WHO，ユニセフ，世界
銀行，市民社会組織，先進工業国及び途上国の
ワクチン業界，研究機関，ゲイツ財団などで構
成される．理事会の下には 8 名の運営委員で構
成される運営委員会（Executive Board）が置
かれ，国際機関（WHO，ユニセフ，世界銀行）
から 2 名，ゲイツ財団，途上国政府，ドナー国
政府から各 1 名，外部運営委員 3 名の合計 8 名
で構成されている（現在のところ WHO は運営
委員に名を連ねていない）．また，アライアン
スには，ガバナンス委員会，監査財務委員会，
プログラム政策委員会，投資委員会，資金委員
会が設置されているほか，申請を審査する独立
審査委員会（IRC）が置かれている．アライア
ンスの戦略計画の立案や予算の執行に責任をも
つのは事務局の CEO であり，現在は IAVI の
創設者であるセス・バークリー氏が CEO を務
めている．
　GAVI アライアンスの国際的な資金調達の仕
組みは，IFFIm（予防接種のための国際金融
ファシリティ）と呼ばれる．IFFIm は，ドナー
国からの長期の寄付金を担保に資本市場で「ワ
クチン債」を発行し，ワクチン債を通じて投資
家から借入れた資金をワクチン事業に活用する
仕組である．IFFIm の財務管理は世界銀行が
行い，2006 年から 2012 年にかけて，IFFIm は
世界各国の機関投資家及び個人投資家から平均
金利 0.83% で 37 億米ドルを借入れることがで
きたとしている．ちなみに，ドナーが誓約した
IFFIm への寄付金の内訳は，英国が約 30 億ド
ル（23 年間），フランスが約 17 億ドル（20 年
間），イタリアが 6.35 億ドル（20 年間）などと
なっている（IFFIm, 2012）．
　その一方で，被援助国の予防接種率を向上
させる仕組として，GAVI アライアンスは「成
果にもとづくファンディング（Performance-

Based Funding: PBF）」を 取 り 入 れ て い る．
PBF は，被援助国に提供する資金を，事業の
執行状況と目標達成状況に基づいて支払う「プ
ログラム支払」と，予防接種の成果の改善に
応じて支払う「パフォーマンス支払」に分け，
初年度は「プログラム支払」の最高限度額の
100% までが支払われるが，2 年目以降は最高
でも 80% に減額される．ただし，予防接種の
成績が良ければ，毎年最大 40% が「パフォー
マンス支払」として追加配分されるという仕組
である．「パフォーマンス支払」の資金は，受
取国の保健部門の活動のみに支出でき，GAVI
アライアンスのマッチング事業への充当は禁じ
られている（IFFIm, 2012）11）．
　GAVI アライアンスによれば，2000 年の発
足以来，世界で 5 億人以上の子供が予防接種を
受け，700 万人の命が救われたとしている．ま
た，50 か国以上で保健制度が強化され，予防
接種の安全性が向上したとしている．
　だが，GAVI アライアンスの活動に対しては
多くの課題も指摘されている．例えば，保健制
度強化事業（HSS）の評価を請け負ったフィン
ランドの HLSP は，HSS の交付を受けた 21 か
国を対象に調査を行い12），各国に対する技術的
助言が不十分であること，将来生じる問題が申

　　　　　　　　　
11） な お，GAVI ア ラ イ ア ン ス は，2009 年

に「ワ ク チ ン 事前買取制度（Advance Market 
Commitment：AMC）」を開始した．AMC は，製
薬会社にワクチンの買取を約束することでワクチ
ンの価格を引き下げるもので，援助国，ゲイツ財
団，世界銀行，GAVI アライアンスが資金を提供し，
WHO，IAC（独立評価委員会）がワクチンを許可，
ユニセフがワクチンの調達業務を行い，WHO とユ
ニセフが GAVI アライアンスのルートでワクチン
を配布する．AMC の資金は IFFIm と同様に世界
銀行が管理している．

12）HLSP の評価報告書は，10 か国に対する現
地調査と 11 か国についての文献調査を踏まえて作
成されたものである．なお，HLSP の評価報告に
対して，世界銀行は基本的には有用な情報としな
がらも，データに基づいていない部分があるとコ
メントしている（World Bank, 2009）．
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請審査で確認されていないこと，年次評価や年
次報告が脆弱であるため成果にもとづく改善が
図られていないこと等を指摘している（HLSP, 
2009）．技術的助言は，パートナーシップの枠
組では WHO やユニセフ，世界銀行の役割と
されるが，助言は申請段階が中心であり，実施
段階では不足しているとして，HLSP は国別に
きめ細かな助言を行うことや事務局の助言機能
の強化を求めている．また，HLSP は，申請審
査についても，独立審査委員会（IRC）の様式
は各国の現状を反映していないとして，見直し
を求めている．実績評価についても，ジュネー
ブの本部における年 1 回の審査では不十分であ
るとして，国別にきめ細かな評価を行うととも
に，評価指標についても予防接種率だけでな
く，保健制度へのアウトカムやインパクトに関
する指標を導入するように求めている（HLSP, 
2009）．
　同様の課題は，CEPA のメタレビュー報告書

（CEPA, 2016）13）でも指摘されている．CEPA
では，ネパールやアフガニスタンなど 14 か国
の HSS 評価報告書を分析し，各国の保健行政
が弱体であるため，HSS の管理がずさんであ
ること，GAVI 事務局の指導や助言が有効では
ないこと，補助金の執行が遅延し計画にずれが
生じていること，評価指標が曖昧なため，モニ
タリングや評価が有効に行われていないこと等
を指摘し，GAVI に改善を求めている（CEPA, 
2016）．
　これらの指摘は，GAVI アライアンスの「成
果に基づくファンディング」と被援助国の実施
環境のあいだに大きな乖離があり，それが効
果的な事業実施を妨げていることを示してい
る．例えば，ワクチン接種の場合，ワクチンを
冷蔵保存する必要があるが，途上国では，冷蔵

施設のある保健センターは限られた地域にしか
置かれていない14）．途上国には電気や水道がな
い地域も多く，医師やヘルスワーカーもまった
く足りていないのが現状である．HLSP では，
GAVI アライアンスの HSS は事業を執行する
下流部のマネジメントに重点を置いているが，
大きな観点に立った結果や持続可能性の観点に
立てば，投資額を増やすことだけではなく，む
しろ途上国の財政や人材管理，インセンティブ
など公共部門の改革こそが重要であると指摘し
ている（HLSP, 2009:13）．

⑵ ‌グローバルファンド（世界エイズ・結核・
マラリア対策基金）

　グローバルファンドは，日本が議長国を務め
た 2000 年の G8 九州沖縄サミットにおいて感
染症対策が主要議題となり，G8 首脳が追加的
資金調達の必要性を確認したことが発端となっ
て 2002 年 1 月にスイスに設立された．グロー
バルファンドは，各国政府や民間財団，民間企
業などから大規模に資金を調達し，中低所得国
が取り組む HIV，結核，マラリアの予防，治療，
感染者支援，保健制度強化に資金を提供する金
融ファシリティである．
　グローバルファンドが 2014 年末までに国際
社会から集めた資金は，約 315 億ドルに上って
いる．表 1 は，拠出された資金の内訳である．
最大の拠出国はアメリカ（約 91 億ドル）であり，
G8 からの拠出で大半が占められている．際立
つのはゲイツ財団である．ゲイツ財団は，政府
以外のドナーの総額 19 億ドルのうち，14 億ド
ルを提供している．これは，日本を下回るもの
の，カナダやイタリアよりも多い拠出額である．
　グローバルファンドの運営方針は理事会で決
定される．理事会の議席は，援助国政府が 10

　　　　　　　　　
13）これは CEPA（Cambridge Economic Policy 

Associates）が GAVI アライアンス事務局の依頼を
受けて，14 か国の評価報告書を総合的に分析した
ものである．

　　　　　　　　　
14）このコールドチェーンの問題について，国

境なき医師団（MSF）は，常時低温保存を要しな
いワクチン開発の促進を GAVI アライアンスに求
めている（国境なき医師団, 2013）．
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議席，途上国政府や NGO など事業実施側が 10
議席と，公平に議決権が割り当てられている．
また，先進国 NGO，途上国 NGO，感染当事者
団体，民間財団，民間企業もそれぞれ 1 の議決
権を有している．WHO は選挙権を持たない理
事として参加している15）．
　理事会 の 下 に は，事務局，技術審査会議

（TRP），国別調整メカニズム（CCM），資金受
入責任機関（PR），現地ファンド機関（LFA），
技術評価委員会（TERG）が置かれ，図 1 のよ
うに連携してプログラムの遂行にあたっている16）．
事務局はスイスのジュネーブに置かれ，現地組
織は持っていない．ジュネーブの事務局では約
630 人のスタッフが勤務している．
　グローバルファンドは，受益国の主体性の

尊重，パフォーマンスに基づく資金供与，パー
トナーシップを基本原則に置いている．「受益
国の主体性」については，受益国自らが三大
感染症の解決策を決定し，解決策の実施に対
して主体的に責任を負うとし，受益国が主体
になることで，各国の政策，文化，疫学的な
背景に合致した対策が実施され，将来の自立・
継続につながるとしている．「パフォーマンス

（実績）に基づく資金供与」は，各国のプロジェ
クトの過去の実績と毎年の成果を資金拠出に
反映させるもので，継続して支援を受けるた
めには受益国は資金の成果をグローバルファ
ンドに提示しなければならない．グローバル
ファンドは，それによって受益国の説明責任
に基づく透明性と効率性のバランスが取れた
助成が可能になると説明する．そして「パー
トナーシップ」については，エイズ・結核・
マラリアの克服には世界中のアクターが連帯
する必要があるため，さまざまな関係機関が
グローバルファンドの意思決定に参画すべき
であるとしている．
　グローバルファンドにおける資金供与のプロ
セスは，図 1 のとおりである．資金提供を希望
する国は，政府機関（保健省等），医療専門家，
患者団体，市民社会組織等で構成する国別調整
メカニズム（CCM）を設置し，計画案を作成
してグローバルファンド事務局に送付する．提
出された計画案は，独立の技術審査会議（TRP）
で審査され，理事会によって承認されると，各
国に資金が交付される．資金の支出方法は各国
に委ねられているが，グローバルファンドが選
定した現地ファンド機関（LFA）が各国の事
業の成果をチェックし，監査報告書を作成して
グローバルファンド事務局に提出する．そして
目標通りの成果が達成されれば，次のフェーズ
の計画案の作成にかかるというのが全体のプロ
セスである．
　グローバルファンドの 2015 年成果報告書に
よれば，これまでの活動によって 1,700 万人の
生命が救われ，2016 年末には 2,200 万人に到達

　　　　　　　　　
15）WHO が 投票権 を も た な い 理事 と なった

背景 に は，参加機関 の あ い だ に，国連機関 で あ
る WHO の政治性や非効率性に対する強い不信が
あったとされる（Barnes and Brown, 2011）．

16）2015 年 7 月現在，理事会議長はドイツ最高
会計検査機関の副会長を務めていたノーベルト・
ハウザ氏，副議長はボスニア・ヘルツェゴビナの
パートナーシップ・イン・ヘルス事務局長のアイ
ダ・クルトヴィク氏が務めている．日本は単独議
席をもつ理事国で，外務省の国際協力局参事官が
理事を務めている．

表 1　グローバルファンドへの拠出国・団体と金額

 2014 年の総額　　　315 億 4848 万ドル

主要拠出国・団体（累計で 10 億ドル以上）
アメリカ　　　　　　91 億 3547 万ドル
フランス　　　　　　39 億 1718 万ドル
イギリス　　　　　　32 億 2503 万ドル
ドイツ　　　　　　　22 億 7945 万ドル
日本　　　　　　　　21 億 5622 万ドル
欧州委員会　　　　　16 億 2264 万ドル
ゲイツ財団　　　　　14 億ドル
カナダ　　　　　　　13 億 7796 万ドル
イタリア　　　　　　10 億 4914 万ドル

資料出所：‌�グローバルファンド日本委員会「グローバルファ
ン ド　ファク ト シート」2014 年 10 月．http://
fgfj.jcie.or.jp/en/wp-content/uploads/2014/10/
factsheet201410.pdf
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するとしている．グローバルファンドが支援
する国では，HIV・結核・マラリアによる死者
数 は 3 分 の 1 に 減少 し，810 万人 の HIV 感染
者が抗レトロウイルス療法（ART）を受けた．
また，1,320 万人が結核治療を受け，5 億 4,800
万張の殺虫効果のある蚊帳がマラリア対策プロ
グラムによって配布されたとしている（グロー
バルファンド, 2015）．
　さて，グローバルファンドは，数字の上では
途上国の三大感染症対策にすぐれた成果を上げ
ていると評価できるが，同時に多くの課題も指
摘されている．グローバルファンドの 5 年間の
事業成果を査定した外部評価グループは，パ
フォーマンス評価の指標には短期的なものが
多く，評価を行う被援助国側の負担が大きいと
述べ，保健制度が弱体な国に対しては，まずは
能力構築のための長期的な取組に投資する必要
があると指摘する（Global Fund, 2009）．これ
は，GAVI アライアンスと同様の問題がグロー
バルファンドにも存在することを示している．
ただし，グローバルファンドは，GAVI アライ
アンスと異なり，被援助国の「実績」評価に基

づいて資金を配分する金融ファシリティにすぎ
ず，受益国に対する技術的助言などの政策実施
活動は一切行わない．それは受益国のオーナー
シップを尊重するためと説明されるが，事前事
後の審査では “one-size fits all”の指標で評価が
行われている．グローバルファンドは，厳格に
技術的観点から計画を審査することで「非政治
性」を確保し，ドナーに対するアカウンタビリ
ティを果たしているというが，その仕組自体が
もつ政治性は自覚されていない（Barnes and 
Brown, 2011）．

3．国際保健におけるガバナンスの危機

　国際保健分野におけるグローバル・パート
ナーシップの増加は，国際関係やグローバルガ
バナンスに大きな変化をもたらしている．なに
よりも，民間財団や多国籍企業の影響力が強く
なるパートナーシップの枠組では，主権国家や
国連機関は民間財団や多国籍企業の戦略に組み
込まれ，保健医療のグローバルな市場化を後押
しする役割を担わされるおそれがある．
　しかしながら，主権国家や国連機関から自

　資料出所：‌�グローバルファンドパンフレットより作成．http://www.theglobalfund.org/documents/publications/
brochures/Corporate_TheGlobalFund_Brochure_jp/

図１　グローバルファンドのプロセス

 
 グローバルファンドが資金を調達 

活動の監視

現地ファンド機関（LFA）

が目標達成状況のチェッ

クと監査を実施 

各国が資金の使途を決定

三大感染症の患者，医療専門家，政府，

市民社会の代表者で構成される国別調

整メカニズムで計画を立案 

グローバルファンドが評価

独立の技術審査会議（IRP）が提出された

計画を技術的観点から評価 
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律したパートナーシップ組織に民主的なアカ
ウンタビリティを求めることは簡単ではない

（Barnes and Brown, 2011; Bruen, et al., 2014）．
ドナーの代表らで構成される理事会は事業成果
についてドナーに説明する責任はあるが，国際
機関ではないため国連や主権国家に対するア
カウンタビリティは不明瞭である．また，パー
トナーシップの目的が特定の数値目標の達成で
あれば，事業の長期的なアウトカムや他のセク
ターへの影響は説明責任には必ずしも含まれな
い．グローバル・パートナーシップは，「成果
に基づくマネジメント」によって政治的圧力か
ら自律していると主張するが，公共性の代わり
に経済の論理（Value For Money）を置くこと
で，「保健」という公共財を商品化することの
政治性については沈黙したままである 17）．
　このグローバルなパートナーシップを国際
的な公共利益の提供につなぎとめるためには，
パートナーシップのガバナンスにおいて国際機
関や主権国家の発言権を高める必要がある．そ
の際には，時計の針を 1990 年代以前に巻き戻
し，国際保健における WHO の役割を見直す
ことも必要であろう．これまであまり議論され
ていないが，そもそも WHO が PPP に対等の
パートナーとして参画することは，利益相反

（conflict of interest）の問題にかかわるもので

ある（Richter, 2004）．例えば，ワクチン製造
において巨大製薬企業と連携を組むことは，新
薬の特許（知的財産権）について製薬企業の利
益を守ることになりかねない18）．また，多国籍
企業にとってグローバルなパートナーシップへ
の参画は，自社の CSR や社会貢献を国際社会
に宣伝する格好の機会になる．これは WHO が
多国籍企業のビジネス戦略に加担しているとも
みれる．さらに，多国籍企業と組むことは，途
上国の中小企業の事業参加の機会を奪うことに
なるという批判もある19）．国際保健の専門家の
Kickbusch らは，「保健」というグローバル公
共財を提供するためには，商業利益から自律し
て国際的なルールを定めることができる WHO
の役割が重要になると指摘する（Kickbusch 
and Szabo, 2014）．例えば，非感染性疾患（NCD）
と呼ばれる生活習慣病は，先進国のみならず途
上国でも深刻だが，その予防のためには炭酸飲
料水やファストフード，アルコールを製造販売
する巨大企業に対して強い姿勢で臨む必要があ
る20）．
　一方で，グローバルなパートナーシップに
おけるアメリカの民間財団の影響力に対して
も批判的な意見がある．表 2 にあるように，
すでにアメリカの途上国援助においては，フィ
ランソロピーは ODA を凌駕している．アメリ

　　　　　　　　　
17）PPP の 根 底 に は，1980 年 代 に 英 国 や

ニュージーランドで生まれた NPM（New Public 
Management）の理論がある（Kettl, 2000）．NPM
の出発点は，政府に税金の有効活用を求める VFM

（Value for Money）で あ る．そ れ が，公共選択
論，プリンシパル＝エージェント論，制度派経済
学と結びつき，民営化やアウトソーシング，エー
ジェン シー化，PFI（Private Finance Initiative），
結果 に よ る 管理（result-based management）等
の行政改革手法が生み出された．その根底にあ
るのは，経済的インセンティブや競争原理に対
す る 一方的 な 信奉 で あ る．「援助 の 有効性（aid 
effectiveness）」の議論もその延長線上に位置する．
KPI（Key Performance Indicator）はいまや開発
援助の基本ツールであるが，これも VFM の発想
に基づいている．

　　　　　　　　　
18）NGO のオックスファム（Oxfam International）

は，新薬の研究開発における知的財産権が製薬企
業に有利であるとして，WHO やドナーに知的財産
権の枠組の見直しを求めている（Oxfam, 2008）．

19）こうした批判に対して，GAVI アライアン
スは，GAVI の資金支援を受けてワクチンを製造
する企業は 2001 年に 5 社（工業国に拠点を置く企
業が 4 社，新興経済に拠点を置く企業が 1 社）で
あったが，2011 年には 10 社（工業国が 5 社，新興
経済が 5 社）に倍増し，ワクチン市場は途上国に
も拡大していると反論している（GAVI Alliance, 
2012）．

20）Kickbusch らは，WHO 加盟国の総会であ
る 世界保健会議（World Health Assembly）の 役
割の重要性を強調している（Kickbusch and Szabo, 
2014）.
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カの民間財団は 46 億ドルを途上国に支援して
いるが，そのうち 39 億ドルはゲイツ財団によ
るものである．ゲイツ財団の助成金の支出先
では，国際開発（17.79 億ドル）と国際保健（10.88
億ドル）が全体の 4 分の 3 以上を占めており，
ゲイツ財団が国際保健に高い優先順位を置い
ていることがわかる．
　だが，目立つのは資金面だけではない．アメ
リカの民間財団は，国際機関，援助国政府，被
援助国政府，多国籍企業などにグローバルな
パートナーシップへの参画を呼びかけ，国際社
会における存在感を強めている21）．開発援助に

おける民間財団の支援は途上国からも高い支持
を受けており，その評価は国際機関やドナー国
を上回るまでになっている22）．
　国際保健におけるアメリカの民間財団の “復
活” の背景には，財団内部における新世代の台
頭が大きく影響している．いまアメリカの財団
を率いるのは，援助を「慈善（charity）」では
な く，「投資（investment）」と 考 え る 新世代
である（Moran, 2014）．彼らは，民間企業から
集めた資金を援助効果が期待できる分野に投資
し，成功をおさめることで人類の福祉に貢献す
るという「ビジネスモデル」に基づいて行動す
る．そのベースラインは「結果に基づくマネジ
メント」である．すなわち，パフォーマンス評
価をつうじて援助効果を測定し，投資効果が期
待できるところにのみ資金を投入する．こうし
た新世代の民間財団の経営戦略は，“フィラン
ソロキャピタリズム” あるいは “ベンチャー・
フィランソロピー” とも呼ばれる（Bishop and 
Green, 2008; Moran, 2014）．
　この新世代の民間財団が提供する資金は，資
金不足に悩む国際機関だけでなく，援助国や被
援助国の政府にとっては魅力的なものに違いな
い．民間財団から提供される資金は，ODA と
違い，国連や主権国家の政治と結びつかない

表 2　アメリカの途上国に対する資金援助の割合
2010―2011 年　　　　　　　　　　

金　額
（単位 10 億ドル） 割合（%）

政府開発援助 30.9 11

フィランソロピー 39.0 14

財団 4.6 12

法人 7.6 19

慈善団体 14.0 36

ボランタリズム 3.7 9

大学 1.9 5

宗教組織 7.2 18

海外送金 100.2 36

民間資本フロー 108.4 39

援助総額 278.5 100

　資料出所：Hudson Institute（2013），p.9.

　　　　　　　　　
21）アメリカの民間財団が国際開発を主導し

つつあることを，Desai と Kharas は，“カリフォ
ルニア・コンセンサス” と呼んでいる（Desai and 
Kharas, 2008）．

　　　　　　　　　
22）ウィリアム・アンド・メアリー大学に拠点

を置く開発系シンクタンクの AidData では，126 
の低中所得国の政府高官 6,750 名に国際援助機関の
評価を尋ねている．それによれば「連絡の頻度」「助
言の有用性」「アジェンダ設定への影響力」「改革
実施上の有益性」の 5 項目について，GAVI アラ
イアンスとグローバルファンドは非常に高い評価
を得ている

被援助国による国際援助機関の評価（AidData, 2015）
連絡の頻度 助言の有用性 アジェンダ設定への影響力 改革実施上の有益性

1
2
3
4
5

Global Fund
Ireland
UNDP
GAVI Alliance
UN

GAVI Alliance
CDB（カリブ開発銀行）
Global Fund
Finland
World Bank

World Bank
IADB（米州開発銀行）
IMF
EU
GAVI Alliance

Ireland
GAVI Alliance
IMF
Global Fund
World Bank

　出所：Custer, et al. （2015），Appendix E より作成
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“フィランソロピー” であるため，どの政府もた
めらいなく受け入れられるからである．
　その一方で，アメリカの民間財団は世界中の
大学や研究機関に資金を提供し，先端医療研究
に大きな影響力を及ぼしている．なかでも特に
力を入れているのがバイオケミカルである．民
間財団は医療の発展をつうじて国際社会に貢献
するとしているが，ここには将来の市場開拓の
思惑も見え隠れしている．翻ってみれば，科学

（science）や技術（technology）をつうじての人
類福祉への貢献は，旧世代の民間財団の信条そ
のものであった（Moran, 2014）．その点では，ウィ
ルソン主義の時代にアメリカの外交を側面から
担った旧世代の民間財団による “パブリックディ
プロマシー”と新世代のグローバル戦略は，本質
的にそれほど変わらないといえるかもしれない．
　しかしながら，民間財団がグローバルなパー
トナーシップを主導することにはやはり大きな
問題がある．民間財団は主権国家の統制から遠
い存在であり，拠出する資金も寄付が原資であ
るため，開発援助のアカウンタビリティを求め
ることは本来的に難しいからである．これは
GAVI アライアンスやグローバルファンドのよ
うなグローバル・パートナーシップのガバナン
ス問題に直結する問題である．

4．‌�グローバル・パートナーシップにおける民
主的ガバナンスの構築に向けて

　本稿では，開発援助において主流化しつつあ
る PPP（公民パートナーシップ）を取り上げ，
国際保健を事例にガバナンス論の観点から問題
状況を考察した．国際保健の分野では，民間財
団，WHO，ユニセフ，援助国政府，被援助国
政府，多国籍企業などがパートナーシップを組
み，低価格のワクチンの提供や途上国の保健制
度改革に取り組んでいる．しかしながら，事例
に示されていたように，援助の現場では短期的
な成果が強調され，長期的な視点に立った公共
部門改革は後回しにされる傾向がある．
　断わっておくが，ここで GAVI アライアン

スやグローバルファンドの努力や成果を頭ごな
しに批判する意図は毛頭ない．貧しい家庭の子
どもがワクチン接種を受けられれば，感染症に
よる死のリスクから解放され，豊かな人生を歩
む可能性が高まるかもしれない．これは喜ばし
いことである．しかし，ワクチン接種が貧困削
減に直接結び付くものではないことも自明であ
る．都市のスラムや貧しい農村で暮らす子ども
は，運よく予防接種を受けられたとしても，栄
養失調や不衛生な環境が原因の下痢で死んでし
まうかもしれない．ましてワクチン接種を受け
たからといって，貧困から抜け出せるわけでは
ないからである．
　国際保健がますます民間資金に依存するよう
になれば，国際保健の「市場化」はさらに進行
するであろう．「健康」は人間の基本的権利で
あるにもかかわらず，それがお金でしか買えな
いとなると，貧困層は健康に暮らす権利を奪
われることになる．だからこそ公共サービス
が必要になるのである．グローバル・パート
ナーシップを牽引する民間財団は “フィランソ
ロピー” を掲げているが，投資効果を緻密に計
算するビジネスモデルで動いており，寄付が最
貧層の人々のために使われるとはかぎらない

（Bishop and Green, 2008）．
　グローバルなパートナーシップを国際的な公
共利益につなぎとめるためには，パートナーシッ
プ組織の民主的ガバナンスを強化する必要があ
る．しかしながら，パートナーシップは多数の
アクターで構成される自律的な制度であるがゆ
えに，民主的なガバナンスの構築はきわめて難
しい課題である．パートナーシップの事務局は，
第三者機関によるモニタリングや評価，監査を
つうじてアカウンタビリティを確保していると
主張するが，評価報告書の公開だけでアカウン
タビリティが果たされるわけではない．援助に
即していえば，被援助国の現場の声を事業計画
に反映させるとともに，被援助国のコンテクス
トに即したきめ細な事業実施が重要になる．し
かしながら，パートナーシップにおけるアカウ
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ンタビリティは，設定した期間にどれだけの投
資効果（援助効果）が得られたかという説明に
限定されがちである23）．したがって，民主的な
アカウンタビリティを確保するためには，民主
的な手続きをグローバル・パートナーシップの
規約に埋め込むなどの措置が必要になる．
　ここでは国際保健政策を例に取り上げたが，
グローバルなパートナーシップは地球温暖化
対策など他の分野でも次々に設立されている．
パートナーシップへの企業の参画は，CSR の
観点からも歓迎されて然るべきであるし，社会
的投資（social investment）という新しい経済
モデルの普及にも貢献するかもしれない．だ
が，民主的なガバナンスが欠落すると，グロー
バルなパートナーシップは新種の “コーポラ
ティズム”に変質するおそれがある（Williams 
and Rushton, 2011）．それを防ぐためには，国
際社会に対するアカウンタビリティを強化する

必要があるが，多様なプリンシパルがパート
ナー関係にあるグローバル・パートナーシッ
プ組織では，国際機関や主権国家による統制
はどうしても弱くならざるを得ない（Martin 
and Halachmi, 2012）．このガバナンスのディ
レンマを解決するためには，先に述べた国連機
関や主権国家の発言権やアカウンタビリティの
強化に加えて，パートナーシップの透明性を高
めるための規制強化や，国連総会や EU のよう
なリージョナルな国際組織による外部統制の強
化を考える必要がある．ただし，こうした制度
改革も，開発援助における国際規範を，Value 
for Money（VFM）の よ う な 経済的合理性 か
ら，人間の基本的権利の保障へと転換させてい
かなければ，ほとんど意味がない．開発援助の
ディシプリンを変えるには，国際開発の認識コ
ミュニティ（Haas, 1992）の内部に対抗的な文
化を形成し，上流部の「グローバル・パートナー
シップ」の矛盾や問題点を，開発現場という下
流部から問い詰めていく作業が必要になる．こ
れは，グローバルガバナンスにおける主権国家
の「復活（resurgence）」の議論につながるも
のである．

5．おわりに

　本論文では，国際保健の分野で顕著になって
いるグローバル・パートナーシップの問題をガ
バナンスの観点から論じてきた．そして，グロー
バル・パートナーシップを国際的な公共利益に
結びつけていくためには，民主的アカウンタビ
リティを強化するとともに，国際機関や主権国
家による外部統制を強化して，民主的なガバナ
ンスを構築する必要があることを指摘した．ま
た，その際には，開発援助のディシプリンを経
済的合理性から人間性重視へと転換させること
の重要性についても指摘した．
　一方，日本に目を向けると，政府がグロー
バルなパートナーシップに向けて大きく旗を
振っている様子が見て取れる．その象徴的な
取組が，外務省，厚生労働省，UNDP，ゲイツ

　　　　　　　　　
23）これは，プリンシパル = エージェント論の

ロジックでいえば，プリンシパルが援助の投資効
果を目標に設定すれば，エージェントはその目標
をどれだけ達成したかについての評価を行えばア
カウンタビリティを果たしたことになる．したがっ
て，プリンシパルが長期的なアウトカムを掲げれ
ば，エージェントはその使命に従って事業を実施
し，その効率的な達成について説明責任を果たな
ければならない．だが，民間がパートナーとなる
組織体において長期的なアウトカムを設定するこ
とは難しいといわねばならない．さらに言えば，
パートナーシップの理事会及び事務局と被援助国
政府の関係をプリンシパル＝エージェントの関係
に置き換えたとしても，今度は被援助国政府内部
において保健当局と地方実施機関の間にプリンシ
パル＝エージェント関係が存在することになる．
グローバル・パートナーシップは，事業実施につ
いては被援助国の政治環境に依存せざるを得ない
が，被援助国の政府もまたローカルな政治環境に
依存せざるを得ず，そこではフォーマルなガバナ
ンスだけでなく，インフォーマルなガバナンスと
も向き合うことになる（Brinkerhoff and Bossert, 
2014）．ここではこれ以上は論じないが，国際保健
のパートナーシップとアカウンタビリティについ
ては，Bruen, et al. （2014）が詳しく論じている．
また，PPP とアカウンタビリティの全般的な問題
を論じたものに Steets （2010）がある．
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財団，ウェルカムトラスト，民間企業（エーザイ
など 7 社）のパートナーシップによって 2012
年に設立された「グローバルヘルス技術振興
基金（GHIT ファン ド）」で あ る24）．GHIT ファ
ンドは HIV/AIDS，結核，マラリア，「顧みら
れない熱帯病」25）の新薬開発を目的とした日
本初のグローバル・パートナーシップである．
GHIT ファンドは，日本の製薬企業，大学，研
究機関と海外の機関の橋渡しを行い，両者に
相乗効果をもたらすパートナーシップの構築
を目的としており，安倍首相は 2016 年 5 月に
グローバルファンドの第 5 次融資への 8 億ド
ルの拠出を発表している26）．
　こうした動きを支援するため，政府は 2016
年 2 月に「国際的に脅威となる感染症対策の強
化に関する基本計画」を策定し，4 月に「開発
途上国の感染症対策に係る官民連携会議」（事
務局は内閣官房国際感染症対策調整室）の第 1
回会合を開催している．同会議は，「高度な医
療技術を有する日本の医療業界等と我が国政府
が官民一体となって，様々な国際的な団体とと
もに，国際的な感染症対策により一層貢献し，
併せて我が国の医療業界等の新たな市場開拓に
資する」としており，国際保健分野への貢献だ

けでなく産業政策としての側面も強調されてい
る27）．GHIT がこの官民連携会議に名を連ねて
いることはいうまでもない．
　グローバライゼーションが進展するなかで，
グローバル・パートナーシップは今後も増え続
けていくであろう．だが，それは公共領域の縮
小とトレードオフにされるべきものではない．
むしろ，「保健」というグローバル公共財の供
給という観点に立つならば，WHO などの国連
機関の責任はもっと重く受け止められる必要が
あるし，国連機関と主権国家との連携や，グロー
バル・パートナーシップの監視役としての非政
府組織（NGO）と国連機関との連携も重要に
なる（Richter, 2004）．
　経済がますますグローバル化するなかで，多
国籍企業はアメリカの民間財団と “パートナー
シップ”を 組 み，“フィラ ン ソ ロ ピー”の レ ト
リックを利用して，開発援助の「民営化」と「市
場化」を推し進めている．この強い流れに歯止
めをかけるためには，開発援助の「公共化」に
ついての議論を再活性化させる必要がある．グ
ローバルな政策領域における「公共ガバナンス

（public governance）」の議論はまだ緒に就い
たばかりである．ここでは行政学の視点からグ
ローバル・パートナーシップのガバナンスにア
プローチしたが，ガバナンスは広く学際的に検
討される必要がある．今後の研究の発展を期待
したい．
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